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下記の構造方法又は建築材料については、建築基準法第 68条 の26第 1項

(嗣法第 88条 第 1項において準用する場合を含む。)の 規定に基づき、同法

第 2条第七号及び同法施行令第 107条 第一号 (柱:3時間)の 規定に適合す

るものであることを認める。

記

1.認定番号

FP180CN -0036

2認 定をした構造方法又は建築材料の名称

ALCパネル/強 化せつこうボー ド重合成被覆/鉄 骨桂

3.認定をした構造方法又は建築材料の内容

白有

日

別添の通 り



(別添)

1 構 造名

ALCパ ネル/強 化せつこうボード重合成被覆/鉄骨柱

2 寸 法及び形状等

3 材 料構成

1)主構成材料

(寸法単位 ;・nl)

(寸法単位 :脚)

項   目 申 請  構  造

断面形状 ボックス型

寸   法 W464以 上 XH(贈 高による)

目項 申 請 構 造

①荷重支持部材

(断面寸法)

一般構造用圧延鋼材

規  格  JIS G 3101

断面形状 H-300X300× 10×15の断面寸法以上

柱

②被覆材 [1]強化せつこうボー ド
`規  格   !(十日)不 燃  第 1008号、 」IS A 6901(GB―F)

平成12年建設省告示 第 1400号
・厚 さ  :21_Os～ 25.。5(中 張 ・下張)

15_ぃ～ 25.は5(上 張)
・大きさ :最 小  371× 455

最大 1210× 4500
・形 状  : 平 板
・端部の形状  : イ )～ハ)のうち、いずれか一仕様とする

イ)スクエアー

ロ)ベベル

ハ)テーパー

・取付方法  : イ )、,)のうち、いずれか一仕様とする

イ)単板で取付
,)パネル化して取付

[2]ALCパネル (軽量気泡コンクリートパネル)
規 格

厚 さ

大きさ

」IS A 5416

1 0 0以上

464以上 X1820以上

FP180CN-0036
1 / 9



2)抑llll成材料 (寸法単位 :冊1)

田項 申 請 構 造

①タッピンねじ ・寸法 ψ35以 上×で32以上、

φ40以 上 X″57以上、

ゅ40以 上×で75以上、

ゅ60以 上×で115以上、

(下張)

(中張)

(止張)

(ALCノ くネル)

④300以下

@30 0以下

@20 0以下

@45 5以下

②ステープル 幅4以上Xで32以上、

幅4以上×セ25以上、

寸法 @ 2 0 0以下 (中振)

@200以下 (上張)

③鋼製下地

(柱隅部)

・形状及び寸法

[1]せつこうボー ド側 t(1)～(3)のうち、

(1)と-40X40X05の 断面寸法以上

(2)□-50× 45×05の 断面寸法以上

(3)□-40× 26×05の 断面寸法以上

いずれか一仕様とする

[28A L C側i(1)～(3)のうち、いずれか一仕様とする

(1)L-40× 35X05の 断面寸法以上

(2)E-50X45X05の 断面寸法以上

(3)□-40X25X05の 断面寸法以上

④鋼製下地(桂隠
部)の組み方

組み方 :(1)、(2)のうち、いずれか一仕様とする

(1)鋼製下地を直接又は取付金物を介 して鉄骨柱に取付ける場合
・形状及び寸法 :イ)～二)のうち、いずれかの組合せとする

イ)L-40X40X05の 断面寸法以上
,)L-40× 35X05の 断面寸法以上
ハ)□-50× 45×05の 断面寸法以上
二)□-40× 25×05の 断面寸法以上

(2)鋼製下地を上下スラブ間で支持する場合

鋼製下地
・形状及び寸法 :イ)、7)のうち、いずれか―仕様とする

イ)巴-50X45X05の 断面寸法以上
■)□-40× 25×05の 断面寸法以上

上部 ・下部ランナー

・形状及び寸法

E-25X40× 05の 断面寸法以上

⑤取付金物 ・形状及び寸法 :(1)～(3)のうち、いずれか一仕様又は経み合わせとする

(1)鋼板 100X100X05の 断面寸法以上          ・

(2)L-75× 25×100X05の 断面寸法以上

(3)B-50× 25X100X05の 断面寸法以上
・臓隔 !@910以 下

⑥ALCパ ネル

杖目地部

縮強金物

・形状及び寸法 :E-60X30× 10×16の 断面寸法以上
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②断熱材 (1)～(3)のうち、いずれか一仕様とする

(1)なじ

(2)グラスクール
・規格 :(旧)不燃第1031号、」IS A 6301、JIS

(3)ロックウール
・規格 :平成12年建設省告示 第 1400号

①接着剤 (1)～(7)のうち、いずれか
一
仕様とする

(1)静酸ビニル樹脂孫

(2)合成ゴム系

(3)せつこう系

(4)炭酸カルシウム系

(5)エポキシ籾脂系

(6)ウレタン樹脂系

(7)アクリル補脂系

・塗布量 :300g/m2以 下

◎博地処理材 (1)、(2)のうち、いずれか
一仕様とする

(1)せつこう系

(2)炭酸カルシウム孫

規 格 :」IS A 6914に適合するもの

塗布量 :250g/m以 上

⑩票あて材 ・(1)、(2)のうち、いずれか
一仕様とする

(1)ロックウール
・規格 :平成12年建設省告示 第 1400号

(2)強化せつこうボー ド
・規格 ,(綱 )不 燃 第 1008号

・形状及び寸法 :幅20以上、厚さ15以上
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4構 逓醐 図

グラスウールスはロックウヤルを

押入じない場合 (価工例,

グラスクール又はロンクウ~ル を

挿入する場合 (施工例)

Vカ ットパネルの場合

①強化せつこうボード麟部詳細水平断面図

強化せつこうポード 強化せつこうポー ド

注)寸 法は 3の とお り
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②目地処理割扮詳細水珂コ価図 強化せつこうボー ド

③ 郵ヒせつこうボー ドと肛 取合部詳細断面図

つこうボー ド

リク,切又は強化せつこうホ
・―卜
・

強化せつこうポー ド

(別添-5)

注)寸 法は 3の とおり
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5 施 五方法等

強化せつこうポード

ステーブル

タッどンね じ

法)寸 法は 3の とおり
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スヽラブに取付けた上 ,下 ランナーに録製下地を建てて施工する場合

鋼製下地

タンピンね じ

せつこうボート

注)寸 法は 3の とおり

*t本 評価内容に含まない
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く施工手順>

1)ALCパ ネルの施エ
・」ASS 21 ALCパ ネルエ事に44じて施工する。

2)ボ ー ドの施五

①選出し :現場施工図に合わせ、所定の位置に選出しを行う。

②鋼製下地 (柱隅部)の 取付け
`鋼製下地を鉄骨柱に取付ける場合

鋼製下地を鉄骨柱に直接又は取付金具を介して取付ける場合は溶接等にて取付ける。
・鋼製下地を上下スラブ間で支持する場合

スラブにランナーをパッファーピン、コンクリート釘等にて取付けた後、鋼製下地をラン

ナーに取付ける。

③裏あて材の敏付け
,強化せつこうボードとALCパ ネルとの取合い部に憂あて材を固定する。

④グラスウール又はロックウ
ールの挿入

・必要に応じてグラスウール又はロックウ
ールを鉄骨柱にスピンドルピン等を用いて取付ける。

③3強化せつこうボー ド等の取付け ,
,Vカ ットなしの場合

下張強化せつこうボー ドを、所定のす法に切断し、録製下地 (柱隅部)及 び取付金物に

o351ull Xセ32811以上のタッピンねじで約300mllの瞬隔で留付ける。

中張強化せつこうポー ドは下張強化せつこうボ
ー ドと横目地部が重ならないようにして、

接着剤を点付けしゅ4011B×257811以上のタンピンねじて約300mの 間隔で取付け、更にステ
ー

プルで約200m llの間隔で留付ける。

上張強化せつこうボードは中援強化せつこうボ
ー ドと横目地部が重ならないようにして、

接着剤を点付けしゅ4.OlllD Xゼ75811以上のタッピンねじで約200mの 間隔で取付け、更にステ
…

プルで約200mmの間隔で留付ける。
,Vカ ットありの場合

強化せつこうボー ドは所定の寸法に切断し、更に所定の位置にVカ ットした強化せつこう

ボー ドを工場又は現場にて、L型 又はコ型のパネルに成型する。

鋼製下地は予め鉄常柱に取付けるか又はパネル成型時に折曲げ部内側に鋼製下地(柱隠部)

をφ35alll Xで32Blll以上のタッピンねじで約300迎の間隔で留付ける。

中張及び主張3強化せつこうボ
ードパネルの数付けに関しては、前項の中張及び上張強化

せっこうボー ドを取付ける場合と同様の手順で行う。
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<パ ネルの形状>

|    ＼ /    1

(vカットパネル①)

|     ｀ 、/    ＼ 、/     1

(Vカットパネル②)

⑥目地部の処理

・目地部は、日地処理材にて平玲に仕上げる。

6 注 意事項

当該認定様において、 好建築基準法の
一部を改正する法律J(平 成10年法律第100号)による

改正前の建築基準法の規定による建設大臣の認定仕様がある場合は、平成14年6月1日以降は、

「建築基準法の
一部を改正する法律」(平成10年度法律第100号)による改正後の建築基準法の

規定による当骸認定仕様に係る国土交通大臣の認定仕様を用いるものとする。

，

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

①
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